
戦略策定から取組み、開示に至るまでを一気通貫で助言を提供し、開示規制へのコンプ
ライアンス対応に限らない企業価値向上に資する企業基盤の強化を実現します

SSBJ（Sustainability Standards Board of Japan日本サステナビリティ基準委員会）基準対応が必要
SSBJ基準に基づく開示ストーリーの構築では、企業の特性を反映しつつ、基準で求められる各項目の関連性を整理することが重要
です。デロイト トーマツでは、各要素（ガバナンス・戦略・リスク管理・指標および目標）における要求事項を簡潔にまとめ、企業と
しての開示のあり方の検討をご支援いたします。

シングルマテリアリティの特定
デロイト トーマツは、マテリアリティに関連するリスク・機会・インパクトの特定から、それらを低減・実現するための具体的な施策
の設計、指標および目標の設定までを包括的にご支援いたします。リスク低減や機会実現のための施策を検討する際には、それらが
企業価値の向上や財務パフォーマンスの改善に寄与する内容であることが重要です。

企業価値向上につながる「攻め」の非財務情報開示

マテリアリティ

重要なインパクト

インパクトに対する打ち手

関連するステークホルダーの便益

重要なリスク 重要な機会

リスク指標 機会指標

リスク目標 機会目標

インパクト指標

インパクト目標

財務マテリアリティ インパクトマテリアリティ
対 “外”対 “内”

企業の短中長期の
財務パフォーマンス≒企業価値

リスク低減・機会実現のための打ち手

マテリアリティに関連して
リスク・機会・インパクトが存在する

開示項目①
マテリアリティの裏にあるリスク・機会

開示項目②
リスク低減・機会実現の状況を捕捉する
（打ち手によって得られる変化を図る）

指標・目標

開示項目③
リスク・機会による財務影響

SSBJ
CSRD

指標と目標リスク管理戦略

ガバナンス

識別

影響

戦略

リスク・機会（何が）

時間軸（いつ）

財務的影響（どの程度）

ビジネスモデル・バリューチェーンに
与える影響（何に対して）

戦略と意思決定

リスクに対するレジリエンス（対応能力）

機会の識別

機会の評価

機会の優先順位付け

機会のモニタリング

全社的なリスク管理プロセス
（ERM）

サステナビリティ関連のリスク・
機会の管理プロセス

リスクと機会の識別

リスクと機会の評価

リスクと機会の優先順位付け

リスクと機会のモニタリング

統
合
・
連
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リスクの識別

リスクの評価

リスクの優先順位付け

リスクのモニタリング

•サステナビリティ関連のリスク・機会
•企業の戦略や意思決定等への影響
•レジリエンス（対応力）

•サステナビリティ関連のリスク・機会をモニタリング・管理・監督するために企業が用いるプロセス・統制・手続
•サステナビリティ関連のリスク・機会のモニタリング・管理・監督に責任を持つ機関・個人

•サステナビリティ関連のリスク・機会の
識別・評価・モニタリングプロセス・手法

•全社的なリスク管理プロセス（ERM）との
統合・連携

•サステナビリティ関連のリスク及び機会に対する
 指標

•指標に対する目標の設定及びその進捗状況
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全社的なリスク管理の連携
サステナビリティ関連リスク・機会管理と全社的なリスク管理（ERM）は、それぞれの体制や役割が重複なく、かつ漏れなく整理され
ていることが重要です。デロイト トーマツでは、既存のERMの特性等を踏まえ、両管理システムの最適化・高度化をご支援いたします。

Why Deloitte／関連サービス
 • デロイト トーマツ グループは、非財務情報開示に関する最新の動向や開示実務に精通しており、豊富な知見を活かして的確にご
支援することが可能です。また、世界各国の専門家とのグローバルネットワークを有し、さらに保証実務の経験者も多数在籍してい
るため、企業が抱えるさまざまな悩みや課題に対して、ワンストップでご支援いたします。

 • さらに、人権デューデリジェンスの体制やプロセスの構築、ESG評価への対応、統合報告書の開示対応等においても多数の実績が
ございます。

経営資源（ヒト・モノ・カネ・ブランド）の棄損を防ぐ
1. 重要リスク（特定したマテリアリティを考慮したリスク含む）および管理の
脆弱性、リスク顕在化情報が適時に経営陣に報告され、初動対応や
内部統制の見直し要否を適時に判断している

2. リスクマネジメント計画が起点となって抜け漏れ・重複なく、リスク管理活動が
推進され、残存リスクを許容範囲に収めている

3. ステークホルダーに対して、経営資源の棄損や事業継続に係るリスクと
対応策を開示・説明している（コンプライアンス行動規範、BCP等）

組織の長期の価値創造能力に実質的な影響を与える重要課題を洗い出し、
中長期戦略における非財務資本投資として実行施策に落とし込む
1.  社会や環境が当社に及ぼす影響だけではなく、当社が及ぼす各ステーク
ホルダーへの影響についても考慮、経営層との議論を踏まえマテリアリティが
特定されている

2.  マテリアリティ達成ストーリーに即した各施策とKPIが設定され、
施策・KPI間の関連性が整理されている

3. ステークホルダーに対して、マテリアリティから施策・KPI、目標と実績までを
一気通貫で開示・説明している

経営層（経営会議）

連結子会社

ESG経営推進会議リスク管理会議
コンプライアンス委員会

事務局 事務局

ERMとマテリアリティ評価体制（例） 目指す管理体制の状態（例）
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合同会社デロイト トーマツ
Mail　ra_info@tohmatsu.co.jp
URL　www.deloitte.com/jp/dtllc
【国内ネットワーク】東京・大阪・名古屋・福岡


